
令和元年１１月８日

「2020年に向けた社会全体のICT化
アクションプラン」 及び

「2020年東京大会に向けた提言」
のフォローアップ

資料１０－３



アクションプランの進捗状況
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横断的アクションプランの進捗状況
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 2020年に向けて、4K・8Kの放送・通信による、映画館並みの大画面パブリックビューイングが、
自治体主催で全国各地で開催され、多くの人々が感動と興奮を共有できるようにする。

 我が国の超高臨場感映像技術を駆使し、世界中のどこにもない圧倒的な臨場感で、スポーツや音楽
などの新しい見方、楽しみ方を、東京2020大会中にショーケースとして体感できるようにする。

 2020年以降レガシーとして、老若男女問わず地域住民が、文化、芸術、郷土の祭り、伝統芸能など
の4K・8K・3D等コンテンツを身近で手軽に、楽しめる環境を整え、地方創生に貢献する。

Ⅱ．高度な映像配信サービスについて

取組内容

 「一般社団法人映像配信高度化機構」（2016年5月設立）において、4K・8K等の高度映像配信サービスの
技術仕様及び公共施設管理者向けのガイドラインを作成し、公表する（４K版は公表済み）。

 ４Ｋ８Ｋ×複数面の高精細で大画面の圧倒的な臨場感で、日本の文化、食、伝統芸能などを「高度映像配信
サービス」を使って、東京2020大会期間中にショーケースとして、日本中世界中に発信する。

今後の予定

 ８Ｋ版の技術仕様の策定に向けて、現在、検討中。

 作成済みの技術仕様とガイドラインをもとに、配信サービスの仕組みやメリットなどをわかりやすく紹介する
動画・パンフレット等を作って、地方自治体等に働きかけ、４Ｋ８Ｋの上映と配信設備の普及推進を進める。

 東京2020大会で上映する、４Ｋ８Ｋ×複数面で日本の魅力をアピールするコンテンツを制作する。
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８Ｋライブ配信、大画面上映の検証

【８Ｋライブビューイング】

古典芸能を未来へ

国立劇場大劇場

小劇場（８ＫＬＶ）

ｱｷﾊﾞｼｱﾀｰ

ｵｰｽﾄﾘｱ･ﾘﾝﾂ

（2019/08/28）

・大劇場の古典芸能公演を8K撮影、専用線と

「配信PF」と公衆ネット回線で国内外3カ所に

送り、８Ｋ大画面ﾗｲﾌﾞﾋﾞｭｰｲﾝｸﾞを実施。

・８Ｋｺﾝﾃﾝﾂのﾗｲﾌﾞ･ｽﾄﾘｰﾐﾝｸﾞ配信を実証、

受信再生機の機能なども検証、評価。

高度映像配信サービスの検証（令和元年度・主なもの） 8

公衆回線による８Ｋ配信と技術検証

【ダウンロード／ストリーミング】

８Ｋテレビ番組コンテンツ

４Ｋ×４Ｋプラネタリウムコンテンツ

東京国際ﾌｫｰﾗﾑ

都内ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ

（候補案

（2019/1～２月）

・公衆ネット回線で８Ｋｺﾝﾃﾝﾂ、４Ｋ×４Ｋﾌﾟﾗﾈ

ﾀﾘｳﾑｺﾝﾃﾝﾂを受信再生機にﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ/ｽﾄ

ﾘｰﾐﾝｸﾞ配信し、大画面上映。

・技術仕様策定に向けた検証実験。

スポーツ高臨場感

ライブビューイング実証

【ライブ】 ラグビーＷ杯2019準決勝

横浜・臨港パーク

ファンゾーン

（2019/10/26）

・横浜ｽﾀｼﾞｱﾑの準決勝を、臨港パークのﾌｧﾝ

ｿﾞｰﾝに４Ｋ大画面を設営、ﾗｲﾌﾞﾋﾞｭｰｲﾝｸﾞ実施。

・ｽﾏﾎとの連携、双方企画等で集客を図り、

ｽﾎﾟｰﾂLVのﾋﾞｼﾞﾈｽの可能性も検証。

タイトル／コンテンツ
実施場所

／日時
検証項目

実施 ： 一般社団法人映像配信高度化機構





各分野別アクションプランの進捗状況
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公共交通オープンデータセンター 20

■ 公共交通オープンデータセンターは、鉄道、バス、航空事業者をはじめとした、日本の公共交通事
業者のデータを一般の開発者やICT事業者等のサービス開発者にワンストップで提供することを目的
としたセンターであり、 2019年5月31日より、公共交通オープンデータセンターの運用を開始。

■ オープンデータセンターの活用により、サービス開発者は、公共交通オープンデータセンターのAPIを
利用し、公共交通データが組み込まれた様々なアプリケーションやサービスを構築することが可能。

■ また、東京公共交通オープンデータチャレンジでは公開データの営利目的での利用はできないが
（第４回を除く）、本センター経由で提供される公開データは、営利・非営利を問わず、スマートフォン
用アプリやWebサービス等、様々なサービスを構築する際に利用することが可能。

● 公開データの概要● 公共交通オープンデータセンターの概要(ODPT)

（公共交通オープンデータ協議会の資料より引用）

・ 2019年5月31日 運用開始時点で下記の事業者のデータを提供

・ 更に、2019年8月30日より、上記に加え、下記の事業者のデータ提供も開始
小田急バス、京王電鉄バス、西武バス、東急バス、西東京バス、全日本空輸、日本航空



東京公共交通オープンデータチャレンジ 21

■ 公共交通オープンデータ協議会が主催しているコンテストで、首都圏の主要な公共交通機関が保
有する時刻表等の静的データや運行情報等の動的データ、駅等の施設データ等をイベント参加者に
期間限定で公開し、データを活用したアプリケーションやアイデアを募集。

■ 2020年に開催予定の東京オリンピック・パラリンピックに向け、 国内外の多種多様な国籍、年齢、職
業、身体特性の人々の利用も想定した利便性の高いアプリケーション等の創出拡大が期待される。

● 第３回 東京公共交通オープンデータチャレンジ ● 第４回 東京公共交通オープンデータチャレンジ

開催期間：2019年１月16日～2020年３月31日
応募期間：2019年１月16日～2019年11月15日
表彰等の結果発表：2020年1月下旬(予定)

開催期間：2019年11月中旬～2021年１月下旬(予定)
応募期間：2019年11月中旬～（調整中）
表彰等の結果発表：(調整中)

・第４回では2020年の東京オリンピック・パラリンピックにおいて、
公共交通オープンデータを最大限活用し、多様な来訪者等のスムー
ズな移動を支援することを主な目的としている。

・公共交通オープンデータは協議会会員である交通事業者から提供。

また、国土交通省との連携も継続し、駅構内図等のデータも提供。

・ 第３回までは本チャレンジを通じて創出されたアプリケーション等は
非営利での提供としてきたが、第４回においては、東京オリンピック・
パラリンピックに貢献するものであれば営利目的での提供が可能。

◇提供データ ※各事業者の提供データ、データ数は異なる

鉄道：東日本旅客鉄道、東京地下鉄、東京都交通局、
小田急電鉄、京王電鉄、京成電鉄、京浜急行電鉄、
西武鉄道、東京急行電鉄、東京臨海高速鉄道、
東武鉄道、ゆりかもめ

バス：東京都交通局、小田急バス、関東バス、京王電鉄バス、
国際興業、西武バス、相鉄バス、東急バス、東武バス、
西東京バス、ジェイアールバス関東

航空：成田国際空港、日本空港ビルディング、
東京国際空港ターミナル、全日空、日本航空

駅構内図・施設情報：東京駅、新宿駅及びその周辺の主要駅

◇提供データ(予定)
左記の公共交通データに加え、流動人口データ等、訪日外国人を含め、
東京オリンピック・パラリンピック開催期間中・開催前後に利用できると
便利な情報の追加等について検討中。



標準的なバス情報フォーマット 22

（国土交通省 HPより抜粋 http://www.mlit.go.jp/common/001283248.pdf）







































（31名・敬称略・50音順、令和元年11月８日現在）

（参考）2020年に向けた社会全体のＩＣＴ化推進に関する懇談会 構成員名簿 41

【通信事業者】

小野寺 正 ＫＤＤＩ株式会社 相談役

澤田 純 日本電信電話株式会社 代表取締役社長

宮内 謙
ソフトバンク株式会社 代表取締役 社長執行役
員 兼 CEO

【放送事業者】

井村 公彦
一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 会長
株式会社ジュピターテレコム 代表取締役社長

大久保好男
一般社団法人日本民間放送連盟 会長
日本テレビ放送網株式会社 代表取締役社長執行役
員

上田 良一 日本放送協会 会長

小野 直路 一般社団法人衛星放送協会 会長

【システム・機器メーカ】

岩本 敏男 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 相談役

遠藤 信博 日本電気株式会社 取締役会長

桑津浩太郎 株式会社野村総合研究所 研究理事

津賀 一宏 パナソニック株式会社 代表取締役社長

時田 隆仁 富士通株式会社 代表取締役社長

野村 勝明 シャープ株式会社 代表取締役副社長執行役員

吉田憲一郎
ソニー株式会社 取締役 代表執行役 社長 兼
CEO

【広告関係者】

戸田 裕一
株式会社博報堂ＤＹホールディングス 代表取締役
会長CEO

山本 敏博 株式会社電通 代表取締役社長執行役員

【有識者】

内永ゆか子 NP0法人ジャパン・ウイメンズ・イノベイティブ・ネットワーク 理事長

岡 素之 住友商事株式会社 特別顧問 （座長）

近藤 則子 老テク研究会 事務局長

坂村 健 東洋大学情報連携学部 INIAD 学部長（座長代理）

佐々木かをり
株式会社イー・ウーマン 代表取締役社長
株式会社ユニカルインターナショナル 代表取締役社長

須藤 修 東京大学大学院情報学環 教授

知野 恵子 株式会社読売新聞東京本社 編集局記者

徳田 英幸 国立研究開発法人情報通信研究機構 理事長

【オリンピック・パラリンピック関係】

多羅尾光睦 東京都 副知事

武藤 敏郎
公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会

組織委員会 事務総長

【関係省庁等】

平田 竹男 内閣官房東京オリンピック・パラリンピック推進本部 事務局長

向井 治紀
内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室 室長代理
（副政府CIO）

藤江 陽子 スポーツ庁 審議官

小笠原陽一 経済産業省 大臣官房審議官（IT戦略担当）

山西雅一郎 国土交通省国土政策局 大臣官房審議官





「2020年東京大会に向けた提言」の進捗状況
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46テーマ１： 「IoTおもてなしクラウド」による都市サービスの高度化

【東京オリ・パラ大会との連携】

○ 東京オリ・パラ大会関係基盤とおもてなしクラウドとの連携を通じ、おもてなしクラウドのユーザーなどへの大会関
連情報の広範な発信に貢献する（実証関係者、総務省、オリ・パラ組織委員会）

【IoTおもてなしクラウドの運用体制の整備】

○ 平成30年度は、（一社）IoTサービス連携協議会（AIoTS）の協力の下、海外や国内の旅行関連サービスとおもて
なしクラウドを連携させることにより、負担のない情報登録を可能とするための取組を実施。

○ 「IoTおもてなしクラウド」の継続的な運用と普及推進に向け、（一社）IoTサービス連携協議会（AIoTS）において、
おもてなしクラウドのAPI規格の管理・メンテナンスや、当該APIを使用するサービスの認定などの活動に向けた体
制を整備中（実証関係者）

【認知度の向上、普及展開】

○ おもてなしクラウドを活用したサービスの幅広い展開を促進するため、平成30年度に東京公共交通オープン
データチャレンジと連携したアイディアコンテストを実施（総務省、実証関係者、各構成員）

○ AIoTSにおいて、おもてなしクラウドのAPIを公開・管理し、共通クラウド基盤のオープン化を進めることで、ICTを活
用した観光サービスをはじめとする様々なサービスへの展開を推進する（実証関係者）

旅行者の属性情報等を連携する共通クラウド基盤である「IoTおもてなしクラウド」を社会実装し、観光関連事
業者等による活用・連携を促すことで、2020年東京大会に向けて増加する外国人旅行者や日本人観光客
へのサービス提供の効率化と利便性の向上を推進する





48テーマ２： 多言語音声翻訳技術の社会実装

【東京オリ・パラ大会との連携】

○ 「多言語音声翻訳プラットフォーム」と大会アプリとの連携など、東京オリ・パラ大会での多言語音声翻訳技術の活用
を進める（総務省、オリ・パラ組織委員会）

【多言語音声翻訳技術の多分野への展開】

○ 多言語音声翻訳技術のオープンイノベーションにより、企業等の商用サービスにおける多言語音声翻訳技術の利用
を推進する（総務省）

○ グローバルコミュニケーション開発推進協議会と連携し、必要な研究開発を進めるとともに、様々な分野での利活用
の実証事業を行う（総務省）

○ 言語バリアフリー関係府省連絡会議における関係府省の連携強化により、政府内及び各所管分野への更なる展開
を図る（総務省、関係府省）

○ 様々な分野での翻訳データを集積する「翻訳バンク」による言語データの収集等、多言語音声翻訳技術のさらなる
高度化を図る（総務省）

【民間を中心とする自走化に向けた体制の構築】

〇 外国人旅行者や在留外国人への対応の基盤として、東京オリ・パラ大会後も引き続き世界最先端レベルの多言語
音声翻訳技術を維持しつつ、商用サービスのさらなる発展による企業・政府機関等の柔軟な利活用を加速すべく、
2019年４月26日（金）に「多言語音声翻訳プラットフォーム」を民間事業者が立ち上げ。官民を問わず、多言語音声
翻訳技術を役務として享受可能な環境を整備。

【認知度の向上】

○ 多言語音声翻訳技術の認知の向上に努めるとともに、自治体・各企業・団体等においては、積極的に多言語音声
翻訳技術の活用を進める（総務省、各構成員、東京都）

2020年東京オリ・パラ大会に向けて増加する外国人旅行者や在留外国人の「言葉の壁」をなくしていくため、
東京オリ・パラ大会での活用を含め、様々な場面で高度化した多言語音声翻訳技術の社会実装を推進する









テーマ４： テレワーク／サテライトオフィスの推進

働き方改革の一環として普及展開を進めているテレワークは、生産性向上に資する柔軟な働き方が可能となるととも
に、2020年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会期間中に予想される、国内外からの観光客等による交通混
雑の緩和にも寄与することが期待される。大会期間中の混雑予測も踏まえ総合的な対策を進めるとともに、テレワー
クによる働き方改革を飛躍的に全国に展開する。

【大会期間中の混雑予測とその対策の策定】
○ 2020TDM推進プロジェクトにおいて設定している目標（鉄道：平均して利用者が1割増加の見通しであるのに対し、現在と同レ
ベルのサービスを目指す）を踏まえ、ＴＤＭ事務局が公開している 「大会輸送影響度マップ」やテレワーク・デイズ2019実施結果、
TDM重点取組エリアの状況を整理し、テレワーク（在宅、モバイル、サテライトオフィス）の実施が大会時混雑緩和に寄与するよう、
都内企業・団体等へ積極的呼びかけ方策を検討中（総務省、関係府省、東京都）

【テレワーク・デイズの実施】
○ テレワーク・デイズ2019 （7/22～9/6を実施期間と設定し、期間中5日間以上の実施を呼びかけ）には全国で2,887団体、約

68万人が参加（都内企業には１割実施を推奨）。デイズの集中実施日（7/24）において、東京23区への通勤者が約25万人
減少し（携帯電話の位置情報等から集計）、テレワークの集中的な実施により交通混雑緩和に一定の効果があったと考えられる。

【サテライトオフィスの活用促進】
○ テレワーク・デイズ2019の参加働きかけを行う際に、サテライトオフィスの活用も積極的に呼びかけを実施。（令和元年度地域Ｉｏ
Ｔ実装推進事業においてサテライトオフィス整備を補助）（総務省、関係府省、東京都）

【テレワークの取組の拡大】
○ 施策を進めるにあたり、東京都や交通輸送円滑化を進める関係団体等とも緊密に連携して取り組む。（総務省、関係府省、東
京都等）

○ 各企業・団体においても、トップダウンで積極的にテレワークに取り組む。（各構成員）
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61テーマ３： サイバーセキュリティの確保

【大会関係者向けの人材育成】
○総務省においては、大会関連組織のセキュリティ担当者等を対象に、サイバー攻撃に対応する実践的な演習を行

う「サイバーコロッセオ」の実施により、高度な技術を有するサイバーセキュリティ人材を育成しているところ。平成29
年度は74名、平成30年度は137名が受講。（総務省、NICT）

○受講者のニーズに応じて更なる演習内容の充実を図るとともに、受講機会の拡大を図る（総務省、NICT）
○大会関連組織においては、サイバーコロッセオの積極的な活用等を通じて、サイバーセキュリティ体制の強化に取

り組む（大会関連組織）

【IoT機器のセキュリティへの対応】
○IoT機器等を悪用したサイバー攻撃の深刻化を踏まえ、国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）の業務に、

パスワード設定等に不備のあるIoT機器の調査等を追加するため、国立研究開発法人情報通信研究機構法を平
成30年5月に改正。（総務省）

〇平成31年２月から、改正法に基づきNICTがサイバー攻撃に悪用されるおそれのある機器を調査し、電気通信事
業者を通じた利用者への注意喚起を行う取組「NOTICE」を開始。（総務省、NICT、電気通信事業者等）

○令和元年６月から、マルウェアに感染しているIoT機器をNICTの「NICTER」プロジェクトで得られた情報を基に特定し、
インターネットプロバイダから利用者へ注意喚起を行う取組を開始。 （総務省、NICT、電気通信事業者等）

【各企業等における対策の徹底】
○各企業・団体等においては、2020年東京オリ・パラ大会に向けて、トップダウンでセキュリティ対策の強化に取り組

む（各構成員）

【態勢の整備に向けた政府の取組】
○大会の運営に大きな影響を及ぼし得る重要サービス事業者等を対象としたリスクマネジメントの促進や、関係府省

庁、大会組織委員会、東京都等を含めた関係組織と、サイバーセキュリティに係る脅威・事案情報の共有等を担
う中核的組織としてのサイバーセキュリティ対処調整センターの構築等、対処態勢の整備を推進中。

2020年東京オリ・パラ大会期間中は通常時以上にサイバーセキュリティのリスクが高まると考えられるため、
高度なサイバー攻撃に対処可能な人材の確保をはじめとした、サイバーセキュリティ対策の取組を強化し、
大会の開催に万全を期す









65テーマ５： 社会におけるキャッシュレス化の普及展開

【東京大会に向けた訪日外国人の利便性向上】

○ ICT利活用の一環として、訪日外国人による交通系ICカードを含む電子マネーやモバイルペイメントの利用実態を把握・

分析し、必要な環境整備について関係者へ提案するなど連携して取組みを進めるとともに、特に、地方への拡大も視野

にキャッシュレスを進めることによるメリットの普及啓発等を行う（総務省、関係省庁、関係企業）

○ 訪日外国人客及び受け入れ側の加盟店の双方が容易に、かつ低廉に決済手段を利用することができるよう、Wi-fi等

の通信環境の整備を進める（総務省、関係企業）

【業界・組織を超えた協力体制の推進】

○ 「一般社団法人 キャッシュレス推進協議会」が2018年７月に設立され、同協議会においてオールジャパンの体制に
より、広く業界、組織を超えてキャッシュレス普及・推進の活動のための議論・検討を実施

【モバイルペイメントの普及】

○ 旧来のビジネスモデルを打破し、決済システムに係るイノベーションを推進する

○ これからの時代に相応しい決済システムの普及に向けた環境整備に取り組む。2019年3月、（一社）キャッシュレス推
進協議会において、2019年3月にコード決済の統一規格のガイドラインを策定。また、総務省において、2019年度、同ガ
イドラインに基づいた統一規格「JPQR」を小規模店舗等に導入する実証事業を4県で実施し、その結果を踏まえ、2020
年度、「JPQR」の全国展開を行う（キャッシュレス推進協議会、総務省、経済産業省）

〇 決済に係るデータ利活用を推進し、中小企業を含めた加盟店が支払う手数料の低廉化を図る（総務省、関係省庁）

【キャッシュレスによる効果等の周知】

○ キャッシュレスがもたらす効果を分析し、キャッシュレス推進協議会を中心として関係省庁が連携して周知活動に取り

組む（キャッシュレス推進協議会、総務省、関係省庁）

日本を訪れる外国旅行者や日本人の消費者の利便性の向上とともに、生産性向上や働き方改革等の観点から
も日本が世界に取り残されないよう、キャッシュレス化の普及を加速するため以下について取り組む







① 一つの申込書で、複数の決済事業者（最大８事業者）の加盟店登録の申込が可能

② 県庁・商工団体・金融機関が連携して「加盟店開拓」を推進
・県内きめ細かな説明会

・「紙による申込書」を受け付け
・地域の金融機関が「入力代行」
・商工団体が一部の問い合わせに対応

③ 事業実施期間（今年８月～来年6月）は手数料優遇（０～1.8％）
（事業者負担）

④ 経産省の「ポイント還元事業」にも同時に申し込むことが可能
（一つの申込書でOK、更に手数料1/3補助）

⑤ アリペイ、ウイチャットペイも同じ申込書により可能（別のQR）

統一ＱＲ「ＪＰＱＲ」普及事業のポイント

福岡県 和歌山県 長野県 岩手県 合計

県内で実施した説明会（回） 39 35 41 30 145

総務省職員の出張数（人・回） 4 7 4 2 17

（2019年4月1日～9月13日の期間での回数をカウント）
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小規模店舗
コンビニ

地元スーパー
計

岩手県 ９１４ ５１１ １，４２５

長野県 ２，３８０ ９１１ ３，２９１

和歌山県 １，１９４ ３５１ １，５４５

福岡県 ２，３５３ ２，０６５ ４，４１８

合計 ６，８４１ ３，８３８ １０，６７９

69総務省 統一ＱＲ「ＪＰＱＲ」普及事業 申込数（10月25日時点）


